
 

【表紙】  

【提出書類】 半期報告書

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 2022年12月16日

【中間会計期間】 第80期中(自　2022年４月１日　至　2022年９月30日)

【会社名】 小泉産業株式会社

【英訳名】 Koizumi　Sangyo　Corporation

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　権　藤　浩　二

【本店の所在の場所】 大阪市中央区備後町３丁目３番11号

【電話番号】 06-6262-1395(代表)

【事務連絡者氏名】 常務取締役　　矢　本　博　康

【最寄りの連絡場所】 大阪市中央区備後町３丁目３番７号

【電話番号】 06-6262-1395(代表)

【事務連絡者氏名】 常務取締役　　矢　本　博　康　

【縦覧に供する場所】 該当ありません。

  
 

 

 

EDINET提出書類

小泉産業株式会社(E02596)

半期報告書

 1/51



第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第78期中 第79期中 第80期中 第78期 第79期

会計期間

自　2020年
　　４月１日
至　2020年
　　９月30日

自　2021年
　　４月１日
至　2021年
　　９月30日

自　2022年
　　４月１日
至　2022年
　　９月30日

自　2020年
　　４月１日
至　2021年
　　３月31日

自　2021年
　　４月１日
至　2022年
　　３月31日

 売上高 (百万円) 20,460 17,507 17,514 43,611 37,646

 経常利益 (百万円) 689 570 510 1,823 1,270

 親会社株主に帰属する
 中間(当期)純利益

(百万円) 356 468 276 1,283 928

 中間包括利益又は包括利益 (百万円) 432 515 318 1,446 948

 純資産額 (百万円) 21,998 23,097 23,682 23,011 23,529

 総資産額 (百万円) 35,992 34,277 36,934 36,197 35,800

 １株当たり純資産額 (円) 794.71 834.42 855.56 831.34 850.05

 １株当たり中間(当期)
 純利益金額

(円) 12.89 16.93 10.00 46.37 33.55

 潜在株式調整後
 １株当たり中間
 (当期)純利益金額

(円) － － － － －

 自己資本比率 (％) 61.1 67.4 64.1 63.6 65.7

 営業活動による
 キャッシュ・フロー

(百万円) △303 555 △528 931 △122

 投資活動による
 キャッシュ・フロー

(百万円) △123 △572 △525 △399 △978

 財務活動による
 キャッシュ・フロー

(百万円) 1,235 △1,378 1,245 △126 △1,442

 現金及び現金同等物の
 中間期末(期末)残高

(百万円) 4,498 2,706 1,821 4,082 1,569

 従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
1,348 1,302 1,240 1,261 1,255
[153] [182] [142] [187] [179]

 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第79期中間連結会計期間の期

首から適用しており、第79期中及び第79期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用

した後の指標等となっております。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第78期中 第79期中 第80期中 第78期 第79期

会計期間

自　2020年
　　４月１日
至　2020年
　　９月30日

自　2021年
　　４月１日
至　2021年
　　９月30日

自　2022年
　　４月１日
至　2022年
　　９月30日

自　2020年
　　４月１日
至　2021年
　　３月31日

自　2021年
　　４月１日
至　2022年
　　３月31日

 売上高 (百万円) 1,322 1,092 1,166 2,142 1,866

 経常利益 (百万円) 580 308 316 658 266

 中間(当期)純利益 (百万円) 422 308 277 475 218

 資本金 (百万円) 1,575 1,575 1,575 1,575 1,575

 発行済株式総数 (千株) 31,500 31,500 31,500 31,500 31,500

 純資産額 (百万円) 8,817 9,061 9,041 8,893 8,939

 総資産額 (百万円) 16,472 14,850 14,300 15,876 13,068

 １株当たり配当額 (円) － － － 6.0 6.0

 自己資本比率 (％) 53.5 61.0 63.2 56.0 68.4

 従業員数 (名) 70 67 64 69 67
 

(注) １　中間連結財務諸表を作成しており、中間財務諸表に１株当たり純資産額、１株当たり中間純利益金額及び潜

在株式調整後１株当たり中間純利益金額を注記していないため、１株当たり純資産額、１株当たり中間(当

期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の記載を省略しております。

２　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第79期中間会計期間の期首か

ら適用しており、第79期中及び第79期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用し

た後の指標等となっております。
 

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動については、「３  関係会社の状況」に記載しております。
 

３ 【関係会社の状況】

2022年４月１日を効力発生日として、連結子会社であるコイズミ照明㈱を吸収合併存続会社、連結子会社であっ

たコイズミ照明デバイス㈱を吸収合併消滅会社とする吸収合併を行ったことにより、コイズミ照明デバイス㈱は当

中間連結会計期間より関係会社に該当しなくなりました。
 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

2022年９月30日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

照明事業 949 [133]

家具事業 49 [ 2]

物流事業 61 [ 2]

その他 181 [ 5]

合計 1,240 [142]
 

(注) 従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社への出向者を含

む。)であり、臨時従業員数は[　]内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。

なお、臨時従業員には、パートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いております。
 

(2) 提出会社の状況

2022年９月30日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

その他 64
 

(注) 従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であります。
 

(3) 労働組合の状況

労使関係について、特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

(1) 経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当中間連結会計期間において、当社グループの経営方針・経営戦略等又は経営上の目標の達成状況を判断する

ための客観的な指標等について、既に提出した有価証券報告書に記載された内容に比して重要な変更はありませ

ん。

また、新たに定めた経営方針・経営戦略等又は経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等はあ

りません。

 
(2) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について、重要な

変更はありません。

また、新たに生じた事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

 
２ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者

が当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更は

ありません。

 
３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  (1) 経営成績等の状況の概要

当中間連結会計期間における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フロー（以下、「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

 
 ①財政状態及び経営成績の状況

 当中間連結会計期間における我が国経済は、ウクライナ情勢など地政学リスクに伴う資源価格の高騰、利上げ

を背景とした円安進行に伴う物価上昇など、消費マインドの悪化により今後の景気は下振れが懸念される状況にあ

ります。当社グループにおきましても、新型コロナウイルス感染拡大の一服に伴う水際対策の一部制限解除など、

国内での事業活動の再開もあり、業績面では一定の回復を見せております。しかしながら、急加速する円安は主力

事業の収益への影響が大きく、持分法による投資損失を計上するなど引き続き厳しい状況が続いています。

 

以上の結果、当中間連結会計期間の経営成績は、売上高は175億14百万円と前年同期と比べ７百万円(0.0％増)の

増収、営業利益は４億47百万円と前年同期と比べ３億20百万円(252.2％増)の増益、経常利益は５億10百万円と前

年同期と比べ60百万円(10.6％減)の減益、親会社株主に帰属する中間純利益は２億76百万円と前年同期と比べ１億

91百万円(40.9％減)の減益となりました。

 
なお、セグメントの業績は、次のとおりであります。

ａ. 照明事業

Ⅰ. 営業戦略

(イ)住宅市場においては、半導体不足による製品品切れに対応するため生産計画を見直し、計画販売先、大手ハ

ウスメーカー定番商品など優先供給を行うことで、供給可能在庫の有効活用を図り、受注確保に努めまし

た。

(ロ)店舗市場においては、ナショナルチェーンを中心にアフターコロナを見据えた新規出店や改装計画などの案

件が回復基調にあり、クライアントに対して早期受注活動を行うことで受注確保に努めました。

(ハ)施設市場においては、働き方の変化に応じたオフィスでの空間価値見直しによる改装、サテライトオフィス

の増加など施設案件の提案機会が増加しました。また環境配慮やCO2削減の提案を求められる機会も増加傾向

にあり、DALI制御製品や高効率で独自性のある製品の提案を通じて新規顧客開拓活動に努めました。
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Ⅱ．商品戦略

(イ)住宅市場においては、住宅着工件数の減少を見据え、富裕層向け物件の獲得に向けた新たなデザインブラン

ド「Revea」を立ち上げ、顧客との共創による製品開発を行いました。また、新製品として更なる省エネ提案

を目的に「高効率・高演色」LED搭載製品を合計335アイテム発売しました。

(ロ)店舗・施設市場においては、「Lighting PRO VOL13」を発刊し、XPROシリーズの高演色シリーズ/軒下シリー

ズの追加と市販向け高天井用ハイパワー投光器を投入致しました。

(ハ)制御製品においては、一部の物件で制御システムインテグレート（Sier）を受注・納品しました。

 
Ⅲ．開発・技術戦略

(イ)開発マネジメント改善活動により改訂した新開発フローでの開発運用を実践し、DR（設計検証）を強化した

フロントローディング開発と品質改善体制の強化により、品質不良の未然防止と再発防止の徹底を図りまし

た。

(ロ)市場動向・顧客ニーズに対応するため、TRee照明制御システムのBluetooth無線化開発、DALI対応器具のDALI

‐2規格に対応した開発を推進しました。また、JIS規格のIEC規格への整合化に対し、CISPRJ15に準拠したデ

バイス開発や今後の別表第十二適用のため社内基準策定をスタートしました。

 
Ⅳ．購買・生産戦略

世界的な半導体不足やコロナ禍のロックダウンの影響に伴う電源などの供給不足により、製品の生産に遅

延等が生じました。このため、日々変動するボトルネック部品やその代替品を市場から調達し、セカンド

ソース部品の開発を行いながら、先々の手配と併せて、部品、製品の十分な在庫積上げを行い、顧客要求に

対応した製品供給に努めました。

また、SCMシステムの再構築に向け、販売計画から需給業務に至る基幹業務のシステム統合及びDX化活動を

全社で推進しました。

 
以上の結果、当セグメントにおきましては、売上高は116億98百万円と前年同期と比べ93百万円（0.8％減）の減

収、セグメント利益（営業利益）は３億64百万円（前年同期は35百万円の営業損失）となりました。

 
ｂ. 家具事業

家具事業においては、～会社をアップデートする～「『４Ｘ＋１Ｘ』で高収益モデルを実現しよう」を経営方針

に、次の戦略に取り組みました。

４つのＸ（トランスフォーメーション・変革）として、①ＳＸ戦略（サステナビリティ）「社会貢献と健康経

営」、②ＰＸ戦略（ポートフォリオ）「事業ポートフォリオの見直し」、③ＤＸ戦略（デジタル）「価値創造への

集中」、④ＨＲＸ戦略（ヒューマンリソース）「プロフェッショナル集団化」に取り組みました。

１つのＸ（エクスペリエンス）として、ＣＸ戦略（カスタマー・エクスペリエンス）「顧客体験価値の創造」に

取り組みました。

家具事業では輸入商品が大半を占め、円安に伴う輸入コストの増加が経営に与える影響が大きく、当期７月に

行った値上げに続き、12月にも再値上げを行い環境変化に対応します。

 
以上の結果、当セグメントにおきましては、売上高は14億13百万円と前年同期と比べ２億２百万円（12.5％減）

の減収、セグメント利益（営業利益）は２百万円と前年同期と比べ１億51百万円（98.4％減）の減益となりまし

た。
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c. 物流事業

物流事業では、「ＤＸを推進し、ＥＣ物流を拡充する」を基本方針に、以下の戦略に取り組みました。

Ⅰ．商品戦略

(イ)運送においては、共同配送をベースとした全国輸配送ネットワークの再編と拡充を進めました。また、固定

区域便の収支改善策の新たな取組みとして、協力会社に当社の倉庫スペースと区域便車両を提供して運営す

る「首都圏電材プラットホーム」の運用を開始し、運賃値上げ要請が強まるなか利益率の改善を図りまし

た。しかしながら、荷量の低下による影響を受け売上高は減少しました。

(ロ)保管においては、事業拡大を図るため春日部と大阪で合わせて倉庫を3,000坪増床しました。スタート時は保

管収支が悪化しましたが、第一四半期後半より収支は改善し、運送・保管・荷役のすべてにおいて利益を確

保する体制を整えました。

(ハ)荷役においては、ＥＣ拡大に伴う荷量増加に対応するため、自動仕分機を積極的に稼働させるとともに、情

報システムの活用により現状人員での対応が可能となり、荷役の生産性を高めました。

 
Ⅱ．営業戦略

(イ)新規得意先開拓による３ＰＬ事業拡大に向けて営業を展開し、外販売上を前年比106%に拡大しました（特に

ＥＣ物流は前年比162%に拡大しました）。

(ロ)福岡営業所では、グループ各社と家電外販得意先との家電量販店への共同配送を進め、コスト改善を図ると

ともに、CO2排出削減データを得意先に提供し、SDGs活動とリンクした営業を展開しました。

 
　　以上の結果、当セグメントにおきましては、売上高は22億45百万円と前年同期と比べ32百万円（1.4％減）の減

収、セグメント利益（営業利益）は29百万円と前年同期と比べ11百万円（28.4％減）の減益となりました。

 
d. その他事業

その他事業は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に住宅設備機器の販売・施工、商業施設等

への家具・什器の搬入・設置および情報通信事業等であります。

 
その他事業については、売上高は21億56百万円と前年同期と比べ３億35百万円（18.4％増）の増収、セグメント

利益（営業利益）は４億32百万円と前年同期と比べ１億18百万円（37.6％増）の増益となりました。

 
また、当社グループの財政状態は次のとおりであります。

当中間連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ11億34百万円増加して369億34百万円となりました。

流動資産は10億51百万円増加して165億58百万円、固定資産は82百万円増加して203億76百万円となりました。流

動資産につきましては、主として商品及び製品が20億19百万円増加したことによるものであります。固定資産につ

きましては主として、投資有価証券が１億88百万円増加したことによるものであります。

当中間連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ９億81百万円増加して132億52百万円となりまし

た。

流動負債は10億20百万円増加して91億83百万円、固定負債は39百万円減少して40億68百万円となりました。流動

負債につきましては、主として短期借入金が15億円増加したこと及び支払手形及び買掛金が４億21百万円減少した

ことによるものであります。固定負債につきましては主として、役員退職慰労引当金が１億25百万円減少したこと

及び退職給付に係る負債が82百万円増加したことによるものであります。

当中間連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ１億52百万円増加して236億82百万円となりまし

た。これは利益剰余金が１億10百万円増加したことによるものであります。

この結果、自己資本比率は前連結会計年度末の65.7％から64.1％へ減少し、１株当たり純資産額は前連結会計年

度末の850円05銭から855円56銭へ増加しました。
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②キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べて２億

51百万円増加し、当中間連結会計期間末は18億21百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は以下の通りであります。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の減少は５億28百万円となりました（前中間連結会計期間は５億55百万円の増加）。

これは主に、売上債権の増減額16億22百万円、棚卸資産の増減額△20億26百万円及び未収入金の増減額△３

億88百万円によるものであります。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は５億25百万円となりました（前中間連結会計期間は５億72百万円の減少）。

これは主に、有価証券の取得による支出3億26百万円によるものであります。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の増加は12億45百万円となりました（前中間連結会計期間は13億78百万円の減少）。

これは主に、短期借入金15億円の増加によるものであります。

 

③生産、受注及び販売の状況

ａ. 生産実績

当中間連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

照明事業 2,398 111.6
 

      (注) １　セグメント間の取引については相殺消去しておりません。

           ２　金額は製造原価によっております。

 
ｂ. 受注実績

取り扱い商品のほとんどを受注即納入体制をとっており、特に記載すべき事項はありません。

 c. 販売実績

当中間連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

照明事業 11,698 99.2

家具事業 1,413 87.5

物流事業 2,245 98.6

その他（情報通信事業他） 2,156 118.4

合　　計 17,514 100.0
 

　　　 (注) １　セグメント間の取引については相殺消去しております。

           ２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

小泉成器株式会社 1,788 10.2 1,823 10.4
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(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。なお、文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　① 重要な会計方針及び見積り

当社グループの中間連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されて

おります。この中間連結財務諸表の作成にあたっては、時価が著しく下落した有価証券及び発行会社の財政状態の

悪化により実質価額が著しく下落した市場価格のない株式について、必要な減損処理を行っており、商品及び製品

のうち不良品、陳腐化品等についても必要な評価減を行っております。また、取立不能のおそれのある債権等に対

しては、必要と認められる額の引当金を計上しております。

前連結会計年度の有価証券報告書に記載した新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定について、重要な変

更はありません。
 

　② 当中間連結会計期間の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

当社グループの当中間連結会計期間の経営成績は、増収・減益となりました。これは、半導体不足に伴う生産活

動の遅延及び円安に伴う輸入コストの増加が主たる要因であります。

当社グループは主に照明器具、住・生活関連用品、家具等の商品を扱っており、新築住宅着工件数など住宅業界

及び消費者動向に影響を受けやすい状況にあります。また、当社グループは輸入商品が多く、円安に伴う輸入コス

トの増加は主力事業の収益圧迫要因となります。このような状況下において、一部事業では回復の兆しがみられる

ものの、円安に伴う輸入コストの増加が当社グループの経営上、喫緊の課題であると認識しております。

また、当社グループは運転資金及び設備投資等の長期的な計画に必要な資金は、銀行借入により調達しておりま

すが、自己資本比率は年々改善しており、有利子負債も通期を通して減少傾向にあります。さらなる財務健全性の

維持・向上を図りながら投資・研究開発活動等を推進してまいります。

なお、研究開発設備の導入など設備投資については、随時決定しておりますが、今後の重要な資本的支出等の予

定は、提出日現在ございません。
 

セグメントごとの経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容は、次のとおりであります。

a. 照明事業

照明事業については、世界的な半導体不足の煽りを受けた生産活動の遅延、円安に伴う輸入コストの増加など厳

しい状況が続いています。しかしながら、商品戦略を見直し、前期までの半導体不足に伴う在庫不足は解消されつ

つあります。この結果、前期の営業損失は回復し減収・増益となりました。

しかしながら、円安に伴う輸入コストの増加への対応に遅れが出ており、当該コスト削減策への着手が喫緊の課

題であると認識しております。このような課題解決を図り、輸入コスト削減を含めた収益体質の改善を図ってまい

ります。
 

b. 家具事業

家具事業については、前期まではテレワークの推進等による働き方の多様化の影響を受け、テレワークにおける

書斎デスク・チェアなどの学習家具の需要増加により好調に推移しておりました。しかしながら、テレワーク需要

も一巡し、さらには商品の大半を輸入商品が占めている家具事業では、急激な円安の進行に伴い輸入コストが増加

しました。この結果、減収・減益となりました。

働き方の多様化による需要は一巡したものと捉えており、より一層の販売チャネルの拡大・多様化及び円安に伴

う輸入コストの削減が今後の課題と判断しております。
 

c．物流事業

物流事業については、配送網の拡充、効率化に伴うコストの削減、利益率の向上を図りましたが、上半期の荷量

が減少したことに伴い減収・減益となりました。

今後は、EC拡大に伴う荷量拡大への対応および運送・保管など外販の拡大が喫緊の課題と判断しております。
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d．その他事業

その他事業については、前期は商業施設等への家具・什器の搬入・設置を行う事業等において、新型コロナウイ

ルス感染症の感染拡大の影響による受注物件の工事遅延・中止が発生していました。しかしながら、当該影響も解

消されつつあり、現在ではリゾートホテル物件など順調に推移しております。この結果、当中間連結会計期間にお

いては増収・増益となりました。

 
４ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 
５ 【研究開発活動】

当社グループのブランドステートメントである「＿違う発想がある」に込めた、思いもよらない発想と革新性で

「あ！これいいナ」と多くの人々の心を動かす新しい価値を創造すべく、快適で環境に配慮した製品の研究開発活

動を継続的に進めております。

当中間連結会計期間における研究開発費は照明セグメントにおいては38百万円、家具セグメントにおいては４百

万円となり、総額は43百万円であります。

 

セグメントごとの研究開発活動を示すと、次のとおりであります。

 

　(1) 照明事業

　照明事業においては、『「プロダクト品質」「技術品質」への強いこだわりを持ち、創意工夫と情熱で「モノ

からコトへ」のソリューションを実現し顧客に感動を提供します』をミッションとし、以下の照明製品の研究開

発活動を行いました。

　 ① 住宅製品では、社会的課題に対応するため効果・効能の検証を実施し、玄関、トイレなどの小空間向けに

業界初のオゾンによる除菌・消臭機能を付加した照明器具を開発しました。

　 ② 制御製品では、TRee関連製品のBluetooth化により無線通信機能を向上させた新製品を期中発売に向け開発

推進しました。

　 ③ 店舗施設製品では、著名な照明デザイン事務所と協業し、ホテル用途のバニティー（洗面）専用のダウン

ライトを開発しました。また無線給電のプラットフォーマーと協業しインテリアショップやモデルルーム

で実証実験を行い、高ワットな無線給電の照明提案を行い、今後の無線給電の用途を探りました。

 
　(2) 家具事業

　学習家具事業では、「働く」「学ぶ」「遊ぶ」の暮らしに対応した大人ターゲットの新シリーズ「ＵＬＴＡＧ

Ｅ（アルテージ）」を投入しました。

　新チャネルでは、プレキッズ事業として「Ｈａｇｕ」遊具、玩具、賢具を立ち上げました。また、マットレス

のＤ２Ｃオンライン販売をアクアレスト事業として立ち上げました。

 

EDINET提出書類

小泉産業株式会社(E02596)

半期報告書

 9/51



第３ 【設備の状況】

 

１ 【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 
２ 【設備の新設、除却等の計画】

　　該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,000,000

計 60,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2022年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年12月16日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 31,500,000 31,500,000 非上場
当社は単元株制度を採用して
おりません。

計 31,500,000 31,500,000 ― ―
 

(注) 株式の譲渡制限に関する規定は次のとおりであります。

　当社の発行する全部の株式について、会社法第107条第１項第１号に定める内容(いわゆる譲渡制限)を定め

ており、当該株式の譲渡又は取得について取締役会の承認を要する旨を定款第６条において定めております。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。　

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。 

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
　

(百万円)

資本金残高
　

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2022年４月１日～
2022年９月30日

― 31,500 ― 1,575 ― 0
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(5) 【大株主の状況】

2022年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式(自己株式を
除く。)の総数に対する
所有株式数の割合(％)

小泉産業社員持株会 大阪市中央区備後町３－３－７ 9,547 34.49
小泉産業役員持株会 大阪市中央区備後町３－３－７ 1,258 4.54
小　泉　祐　助 兵庫県芦屋市 822 2.96
内　林　照　裕 滋賀県湖南市 566 2.04
生　野　なみの 兵庫県川西市 355 1.28
立　澤　誠治郎 京都市北区 354 1.27
布　施　順之助 大阪府池田市 325 1.17
山　本　健　二 大阪府豊中市 300 1.08
小泉株式会社 大阪市中央区備後町３－１－８ 300 1.08
小　泉　重　助 兵庫県芦屋市 293 1.05

計 － 14,120 51.01
 

 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2022年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 ― ―

3,819,600

完全議決権株式(その他)
普通株式

27,680,400 ―
27,680,400

単元未満株式 ― ―
当社は単元株制度を採用しておりま
せん。

発行済株式総数 31,500,000 ― ―

総株主の議決権 ― 27,680,400 ―
 

 

② 【自己株式等】

2022年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

　（自己保有株式）
　小泉産業株式会社

大阪市中央区備後町
３丁目３番11号

3,819,600 ― 3,819,600 12.13

計 ― 3,819,600 ― 3,819,600 12.13
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号)に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号)

に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2022年４月１日から2022年９月30

日まで)及び中間会計期間(2022年４月１日から2022年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、

ひびき監査法人により中間監査を受けております。
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１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

① 【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当中間連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,569 1,821

  受取手形及び売掛金 6,243 4,676

  電子記録債権 235 256

  商品及び製品 6,221 8,241

  仕掛品 36 25

  原材料及び貯蔵品 632 703

  未収法人税等 87 47

  未収消費税等 209 91

  その他 280 699

  貸倒引当金 △10 △3

  流動資産合計 15,506 16,558

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 ※1  8,103 ※1  8,094

    減価償却累計額及び減損損失累計額 △4,785 △4,862

    建物及び構築物（純額） 3,318 3,231

   機械装置及び運搬具 925 951

    減価償却累計額 △708 △749

    機械装置及び運搬具（純額） 217 201

   土地 5,482 5,482

   リース資産 162 170

    減価償却累計額 △75 △93

    リース資産（純額） 86 76

   建設仮勘定 4 －

   その他 2,999 3,008

    減価償却累計額及び減損損失累計額 △2,792 △2,817

    その他（純額） 207 190

   有形固定資産合計 9,316 9,182

  無形固定資産   

   ソフトウエア 283 384

   その他 327 327

   無形固定資産合計 611 711

  投資その他の資産   

   投資有価証券 8,019 8,207

   退職給付に係る資産 33 32

   繰延税金資産 980 910

   その他 1,371 1,369

   貸倒引当金 △37 △37

   投資その他の資産合計 10,366 10,482

  固定資産合計 20,294 20,376

 資産合計 35,800 36,934
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当中間連結会計期間
(2022年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 2,345 1,923

  電子記録債務 3,864 4,262

  短期借入金 － ※3  1,500

  1年内返済予定の長期借入金 87 24

  リース債務 43 45

  未払法人税等 82 158

  未払消費税等 35 76

  賞与引当金 486 268

  役員賞与引当金 75 －

  その他 1,143 922

  流動負債合計 8,162 9,183

 固定負債   

  長期借入金 14 11

  リース債務 52 38

  役員退職慰労引当金 389 264

  退職給付に係る負債 2,358 2,440

  繰延税金負債 89 117

  その他 1,203 1,196

  固定負債合計 4,108 4,068

 負債合計 12,270 13,252

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,575 1,575

  資本剰余金 0 0

  利益剰余金 21,823 21,934

  自己株式 △239 △239

  株主資本合計 23,159 23,270

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 171 133

  繰延ヘッジ損益 13 －

  為替換算調整勘定 173 267

  退職給付に係る調整累計額 12 11

  その他の包括利益累計額合計 370 412

 純資産合計 23,529 23,682

負債純資産合計 35,800 36,934
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② 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

売上高 17,507 17,514

売上原価 11,366 11,402

売上総利益 6,141 6,112

販売費及び一般管理費 ※1  6,014 ※1  5,664

営業利益 127 447

営業外収益   

 受取利息 1 1

 受取配当金 19 38

 受取保険金 35 66

 受取補償金 1 0

 仕入割引 10 7

 為替差益 1 －

 持分法による投資利益 328 －

 その他 63 78

 営業外収益合計 463 192

営業外費用   

 支払利息 8 4

 持分法による投資損失 － 65

 為替差損 － 49

 その他 11 10

 営業外費用合計 19 129

経常利益 570 510

特別利益   

 固定資産処分益 ※2  17 －

 特別利益合計 17 －

特別損失   

 固定資産処分損 ※3  13 ※3  0

 事務所移転費用 22 －

 特別損失合計 36 0

税金等調整前中間純利益 552 509

法人税、住民税及び事業税 55 126

法人税等調整額 27 106

法人税等合計 83 232

中間純利益 468 276

非支配株主に帰属する中間純利益 － －

親会社株主に帰属する中間純利益 468 276
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

中間純利益 468 276

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 25 △9

 繰延ヘッジ損益 4 △13

 為替換算調整勘定 33 93

 退職給付に係る調整額 5 4

 持分法適用会社に対する持分相当額 △21 △33

 その他の包括利益合計 47 41

中間包括利益 515 318

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 515 318

 非支配株主に係る中間包括利益 － －
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③ 【中間連結株主資本等変動計算書】

 前中間連結会計期間(自 2021年４月１日　至 2021年９月30日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,575 0 21,325 △239 22,661

会計方針の変更による累

積的影響額
  △264  △264

会計方針の変更を反映した

当期首残高
1,575 0 21,060 △239 22,396

当中間期変動額      

剰余金の配当   △166  △166

親会社株主に帰属する

中間純利益
  468  468

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額）
    －

当中間期変動額合計 － － 302 － 302

当中間期末残高 1,575 0 21,363 △239 22,699
 

 

 
その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 280 0 88 △18 350 23,011

会計方針の変更による累

積的影響額
     △264

会計方針の変更を反映した

当期首残高
280 0 88 △18 350 22,747

当中間期変動額       

剰余金の配当      △166

親会社株主に帰属する

中間純利益
     468

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額）
10 3 33 △0 47 47

当中間期変動額合計 10 3 33 △0 47 349

当中間期末残高 290 4 121 △18 397 23,097
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 当中間連結会計期間(自 2022年４月１日　至 2022年９月30日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,575 0 21,823 △239 23,159

会計方針の変更による累

積的影響額
    －

会計方針の変更を反映した

当期首残高
1,575 0 21,823 △239 23,159

当中間期変動額      

剰余金の配当   △166  △166

親会社株主に帰属する

中間純利益
  276  276

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額）
    －

当中間期変動額合計 － － 110 － 110

当中間期末残高 1,575 0 21,934 △239 23,270
 

 

 
その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 171 13 173 12 370 23,529

会計方針の変更による累

積的影響額
     －

会計方針の変更を反映した

当期首残高
171 13 173 12 370 23,529

当中間期変動額       

剰余金の配当      △166

親会社株主に帰属する

中間純利益
     276

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額）
△38 △13 93 △0 41 41

当中間期変動額合計 △38 △13 93 △0 41 152

当中間期末残高 133 － 267 11 412 23,682
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 552 509

 減価償却費 284 237

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △7 △6

 賞与引当金の増減額（△は減少） △316 △217

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △94 △75

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 88 89

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8 △125

 受取利息及び受取配当金 △21 △40

 支払利息 8 4

 事務所移転費用 22 －

 為替差損益（△は益） 1 △23

 持分法による投資損益（△は益） △328 65

 固定資産処分損益（△は益） △4 0

 売上債権の増減額（△は増加） 1,979 1,622

 棚卸資産の増減額（△は増加） △1,109 △2,026

 未収入金の増減額（△は増加） 11 △388

 その他の資産の増減額（△は増加） △114 △61

 仕入債務の増減額（△は減少） △323 △79

 未払金及び未払費用の増減額（△は減少） △213 △248

 その他の負債の増減額（△は減少） 288 14

 未払消費税等の増減額（△は減少） △209 159

 その他 △25 △1

 小計 475 △592

 利息及び配当金の受取額 42 61

 利息の支払額 △8 △4

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 45 6

 営業活動によるキャッシュ・フロー 555 △528

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 固定資産の除却による支出 △150 －

 有価証券の取得による支出 △7 △326

 有価証券の売却による収入 20 0

 固定資産の取得による支出 △440 △238

 固定資産の売却による収入 0 4

 保険積立金の積立による支出 △34 △33

 保険積立金の解約による収入 39 68

 投資活動によるキャッシュ・フロー △572 △525

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の増減額（△は減少） △1,001 1,500

 長期借入金の返済による支出 △184 △65

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △25 △23

 配当金の支払額 △166 △165

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,378 1,245

現金及び現金同等物に係る換算差額 18 60

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,376 251

現金及び現金同等物の期首残高 4,082 1,569

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  2,706 ※  1,821
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【注記事項】

(中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　9社

主要な連結子会社の名称

コイズミ照明㈱、コイズミライティング㈱、コイズミファニテック㈱、㈱ハローリビング、コイズミ物流㈱、

㈱ホリウチ・トータルサービス、小泉産業(香港)有限公司、克茲米商貿(上海)有限公司、東莞小泉照明有限公司

 
 2022年４月１日を効力発生日として、連結子会社であるコイズミ照明㈱を吸収合併存続会社、連結子会社で

あったコイズミ照明デバイス㈱を吸収合併消滅会社とする吸収合併を行ったことにより、コイズミ照明デバイス

㈱を当中間連結会計期間より連結の範囲から除外しております。

 また、連結子会社であったKOIZUMI LIGHTING VIETNAM CO.,LTD.は、清算開始に伴い、重要性の観点から、当中

間連結会計期間より連結の範囲から除外しております。

 
(2) 主要な非連結子会社名

   KOIZUMI LIGHTING SINGAPORE PTE.LTD.

 

(連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社は、いずれも総資産、売上高、中間純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等

が、中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

 

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社数　　1社

会社の名称　　小泉成器㈱

 
(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社の名称

   KOIZUMI LIGHTING SINGAPORE PTE.LTD. 　　

　　マスターズライフ株式会社

 
(持分法を適用しない理由)

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、中間純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合

う額)等からみて、持分法の対象から除いても中間連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重

要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

 
３　連結子会社の中間決算日等に関する事項

　連結子会社のうち、小泉産業(香港)有限公司、克茲米商貿(上海)有限公司および東莞小泉照明有限公司の中間決

算日は６月30日であります。中間連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結

決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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４　会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定しております。)

市場価格のない株式等

総平均法による原価法

② 棚卸資産

当社及び国内連結子会社

主として月別総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

在外連結子会社

主として月別総平均法による低価法

③ デリバティブ

時価法

 
(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く)

当社及び国内連結子会社

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに2016年４

月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　　10～50年

機械装置及び運搬具　　　　　５～10年

在外連結子会社

主として定額法によっております。

② 無形固定資産(リース資産を除く)

当社及び国内連結子会社

定額法によっております。

ただし、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によってお

ります。

在外連結子会社

定額法によっております。

③ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

金銭債権の回収不能による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当中間連結会計期間における支給見込額に基づき計上して

おります。

③ 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当連結会計年度における支給見込額の当中間連結会計期間負

担額を計上しております。

なお、当中間連結会計期間においては計上額はありません。

④ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく当中間連結会計期間末要支給額を計上し

ております。
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(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用

処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

③ 小規模企業等における簡便法の採用

当社及び一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る中間期末自己

都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 
 (5) 重要な収益及び費用の計上基準 

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該

履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
 

①　商品及び製品の販売

当社グループの一部の連結子会社では、主として照明・学習家具等を国内の顧客に供給することを履行義務と

しております。原則として、商品の納入時点において支配が顧客に移転して履行義務が充足されると判断してお

りますが、国内の販売においては、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間で

あることから、出荷時点で収益を認識しております。

なお、これら商品の販売は、取引数量を条件とした達成リベート等を付して販売していることから、変動対価

が含まれております。

変動対価の見積りは、顧客との契約に基づく販売達成状況など、その発生の可能性が択一的なことから、変動

対価の見積額を発生しうると考えられる対価の額における最も可能性の高い単一の金額による方法（最頻値法）

を用いて算定しております。

また、変動対価の額は、当該変動対価の額に関する不確実性が事後的に解消される際に、解消される時点まで

に計上された収益の著しい減額が発生しない可能性が高い部分に限り、取引価格に含めております。

買戻し契約に該当する有償支給取引については、金融取引として有償支給先に残存する支給品について棚卸資

産を認識するとともに、有償支給先に残存する支給品の期末棚卸高相当額について「有償支給取引に係る負債」

を認識し、流動負債「その他」に計上しております。
 

②　役務の提供

当社及び一部の連結子会社では、不動産賃貸業、物流事業および住宅施設・商業施設等への家具・什器の搬

入・設置を行うことを履行義務としております。このため、履行義務が一時点で充足される場合には役務提供完

了時点において収益を認識しております。また、契約期間にわたり均一の役務を提供するなど、一定期間にわた

り充足される場合には、役務提供期間にわたり顧客との契約において約束された月額等の一定額で収益を認識し

ております。

これら役務提供に係る収益については、変動対価は含まれておりません。

なお、顧客への役務提供における当社の役割が、顧客の求めに応じ手配することを履行義務とする場合など、

代理人に該当する取引については、当該対価の総額から第三者に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識し

ております。

 
(6) 中間連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の中間財務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨建の資産

 又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社の資産および負債は、当該会社の中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めてお

ります。
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(7) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当

処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

当中間連結会計期間にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

ヘッジ手段…為替予約等

ヘッジ対象…製品等輸入による外貨建金銭債務及び外貨建予定取引

③ ヘッジ方針

デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額等を定めた内部規程に基づき、ヘッジ対象に係る為替相場

変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計又は

相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジの有効性を評価しております。

 
(8) 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性が高く、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

 
(表示方法の変更)

(中間連結損益計算書)

前中間連結会計期間において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「受取保険金」は、営業外収益の総額

の100分の10を超えたため、当中間連結会計期間より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反

映させるため、前中間連結会計期間の中間連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前中間連結会計期間の中間連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた99

百万円は、「受取保険金」35百万円、「その他」63百万円として組み替えております。

 
(追加情報）

(新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り)

前連結会計年度の有価証券報告書の追加情報に記載した新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定について

重要な変更はありません。
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(中間連結貸借対照表関係)

※１　圧縮記帳額

国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額及びその内容は、次のとおりであ

ります。

 
 

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当中間連結会計期間
(2022年９月30日)

建物及び構築物 111百万円 111百万円
 

 
　２　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。

 
 

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当中間連結会計期間
(2022年９月30日)

マスターズライフ株式会社 854百万円 979百万円
 

 
※３ 当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約を締結しております。

中間連結会計期間末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当中間連結会計期間
(2022年９月30日)

当座貸越極度額 16,700百万円 16,700百万円

借入実行残高 －百万円 1,500百万円

差引額 16,700百万円 15,200百万円
 

 
(中間連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

販売運賃 620百万円 572百万円

給料 2,113百万円 2,101百万円

賞与引当金繰入額 258百万円 251百万円

退職給付費用 233百万円 231百万円

役員退職慰労引当金繰入額 27百万円 24百万円
 

 

※２　固定資産処分益の内訳は、次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

機械装置及び運搬具 0百万円 －百万円

土地 15百万円 －百万円

その他 2百万円 －百万円

計 17百万円 －百万円
 

 
※３ 固定資産処分損の内訳は、次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

建物及び構築物 13百万円 0百万円

機械装置及び運搬具 －百万円 0百万円

その他(工具、器具及び備品) －百万円 0百万円

計 13百万円 0百万円
 

 
　４　当社グループの売上高は、通常の営業形態として、住宅用照明器具・学習家具等上半期に比べ下半期に売上を計

上する割合が大きいため、連結会計年度の上半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、上半期と

下半期の業績に季節的変動があります。
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首

株式数
（千株）

当中間連結会計期間
増加株式数
（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数
（千株）

当中間連結会計期間末
株式数
（千株）

発行済株式     

普通株式 31,500 － － 31,500

自己株式     

普通株式 3,819 － － 3,819
 

 
２　新株予約権等に関する事項

　　該当ありません。

 
３　配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

　2021年６月25日
　定時株主総会

普通株式 166 6.0 2021年３月31日 2021年６月28日
 

 
当中間連結会計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首

株式数
（千株）

当中間連結会計期間
増加株式数
（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数
（千株）

当中間連結会計期間末
株式数
（千株）

発行済株式     

普通株式 31,500 － － 31,500

自己株式     

普通株式 3,819 － － 3,819
 

 
２　新株予約権等に関する事項

　　該当ありません。

 
３　配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

　2022年６月24日
　定時株主総会

普通株式 166 6.0 2022年３月31日 2022年６月27日
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

　　であります。

 
前中間連結会計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

現金及び預金勘定 2,706百万円 1,821百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －百万円 －百万円

現金及び現金同等物 2,706百万円 1,821百万円
 

 

(リース取引関係)

ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1)　リース資産の内容

有形固定資産

主としてグループ各社におけるサーバー、プリンタ（工具、器具及び備品）及び物流事業におけるソー

ターシステム（機械装置）等であります。

 

(2)　リース資産の減価償却の方法

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４　会計方針に関する事項　(2)重要な減価償却資

産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。
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(金融商品関係)

１．金融商品の時価等に関する事項

中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません（(注)を参照ください。）。

 

前連結会計年度(2022年３月31日)

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 投資有価証券(*6)    

 　 その他有価証券 522 522 －

資産計 522 522 －

(1) 長期借入金 14 14 0

負債計 14 14 0

ヘッジ会計が適用されている
デリバティブ取引

20 20 －
 

 

当中間連結会計期間(2022年９月30日)

 
中間連結貸借対照表

計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 投資有価証券(*6)    

 　 その他有価証券 516 516 －

資産計 516 516 －

(1) 長期借入金 11 11 0

負債計 11 11 0

ヘッジ会計が適用されている
デリバティブ取引

－ － －
 

 (*1) 「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する

 ものであることから、記載を省略しております。

 (*2) 「受取手形及び売掛金」、「電子記録債権」等の営業債権及びその他の債権並びに「支払手形及び買掛金」、

 「電子記録債務」等の営業債務及びその他の債務については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似す

　るものであることから、記載を省略しております。

 (*3) 「短期借入金」及び「1年内返済予定の長期借入金」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に

　近似するものであることから、記載を省略しております。

 (*4) 「リース債務」については、重要性が乏しいため記載を省略しております。

 (*5)　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

　いては、（ ）で示しております。

 (*6) 市場価格のない株式等は、「(1)投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の中間連結貸借対照表

 計上額（連結貸借対照表計上額）は以下のとおりであります。

区分 前連結会計年度（百万円） 当中間連結会計期間（百万円）

非上場株式 7,496 7,691
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２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類して

おります。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の

対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るイ

ンプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレ

ベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 
(1) 時価で中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に計上している金融商品

前連結会計年度(2022年３月31日)

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     
その他有価証券     
株式 422 － － 422

社債 － 100 － 100

デリバティブ取引     
　通貨関連 － 20 － 20

資産計 422 120 － 542
 

 
当中間連結会計期間(2022年９月30日)

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

その他有価証券     

株式 415 － － 415

社債 － 100 － 100

デリバティブ取引     
　通貨関連 － － － －

資産計 415 100 － 516
 

 
 
(2) 時価で中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に計上している金融商品以外の金融商品

前連結会計年度(2022年３月31日)

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 14 － 14

負債計 － 14 － 14
 

 

当中間連結会計期間(2022年９月30日)

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 11 － 11

負債計 － 11 － 11
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（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式及び社債は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価を

レベル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有している社債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場にお

ける相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。

 
長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様に新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法

によっており、その時価をレベル２の時価に分類しております。

 

デリバティブ取引

為替予約の時価は、取引先金融機関から提示された価格によっており、その時価をレベル２の時価に分類しておりま

す。

 
(有価証券関係)

その他有価証券

前連結会計年度（2022年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 382 159 222

債券 100 100 0

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 39 50 △11

合計 522 310 211
 

（注）１　投資有価証券について、期末時価が取得価額に比べて50％以上の下落率にある銘柄のすべて、並びに30％

以上50％未満の下落率にある銘柄のうち２年間継続して30％以上50％未満の下落状況にあるものについて

減損処理を行っております。

 ２　非上場株式（連結貸借対照表計上額7,496百万円）は、市場価格がないため、上記には含めておりませ

ん。

 ３　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、前連結会計年度において減損処理を行っ

たものはありません。

　

当中間連結会計期間（2022年９月30日）

 種類
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価(百万円) 差額(百万円)

中間連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるもの

株式 373 163 209

債券 100 100 0

中間連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えないもの

株式 42 54 △11

合計 516 317 198
 

（注）１　投資有価証券について、期末時価が取得価額に比べて50％以上の下落率にある銘柄のすべて、並びに30％

以上50％未満の下落率にある銘柄のうち２年間継続して30％以上50％未満の下落状況にあるものについて

減損処理を行っております。

 ２　非上場株式（中間連結貸借対照表計上額7,691百万円）は、市場価格がないため、上記には含めておりま

せん。

 ３　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間連結会計期間において減損処理を

行ったものはありません。
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(企業結合等関係)

 共通支配下の取引等

（連結子会社間の合併）

　当社は、2022年４月１日を効力発生日として、当社の完全子会社であるコイズミ照明株式会社を吸収合併存続会社、

同じく当社の完全子会社であったコイズミ照明デバイス株式会社を吸収合併消滅会社とする吸収合併をしました。

１．取引の概要

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

ⅰ 結合企業

　 名称　　　　　：コイズミ照明株式会社

　 事業の内容　　：照明事業（照明器具の企画、開発、販売）

ⅱ 被結合企業

　 名称　　　　　：コイズミ照明デバイス株式会社

　 事業の内容　　：照明事業（照明用部材等の支給・販売、貿易業務）

(2) 企業結合日

　 2022年４月１日

(3) 企業結合の法的形式

　 コイズミ照明株式会社を存続会社、コイズミ照明デバイス株式会社を消滅会社とする吸収合併

(4) 結合後企業の名称

　 コイズミ照明株式会社

(5) 取引の概要に関する事項

　 照明事業における経営資源の集約および部材調達などの合理化を図り、生産性の向上および組織体制見直しを目的と

 しております。

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取引として処理して

おります。

 
(資産除去債務関係)

当社および一部の連結子会社は事務所、ショールーム、倉庫等の不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原

状回復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が長期に渡るかもしくは更新時期

が明確ではなく、また、将来移転する予定もないことから資産除去債務を合理的に見積もることができません。そ

のため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。
 
　
(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の中間連結貸借対照表計上額及び中間連結決算日における時価に前連結会計年度の末日に比して著

しい変動が認められないため、記載を省略しております。
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(収益認識関係)

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
前中間連結会計期間（自　2021年４月１日 至　2021年９月30日）

  (単位：百万円)

 
 報告セグメント その他

(注)
合計

照明事業 家具事業 物流事業 計

家電照明 411 ― ― 411 ― 411

住宅照明 6,490 ― ― 6,490 ― 6,490

店舗施設照明 3,967 ― ― 3,967 ― 3,967

その他照明 923 ― ― 923 ― 923

学習家具 ― 1,615 ― 1,615 ― 1,615

運送 ― ― 1,490 1,490 ― 1,490

保管 ― ― 244 244 ― 244

荷役 ― ― 542 542 ― 542

その他 ― ― ― ― 1,784 1,784

顧客との契約から
生じる収益

11,792 1,615 2,277 15,686 1,784 17,470

その他の収益 ― ― ― ― 36 36

外部顧客への売上高 11,792 1,615 2,277 15,686 1,821 17,507
 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報通信事業等を含んでおります。

 
当中間連結会計期間（自　2022年４月１日 至　2022年９月30日）

  (単位：百万円)

 
 報告セグメント その他

(注)
合計

照明事業 家具事業 物流事業 計

家電照明 325 ― ― 325 ― 325

住宅照明 6,131 ― ― 6,131 ― 6,131

店舗施設照明 4,036 ― ― 4,036 ― 4,036

その他照明 1,204 ― ― 1,204 ― 1,204

学習家具 ― 1,413 ― 1,413 ― 1,413

運送 ― ― 1,432 1,432 ― 1,432

保管 ― ― 306 306 ― 306

荷役 ― ― 506 506 ― 506

その他 ― ― ― ― 2,054 2,054

顧客との契約から
生じる収益

11,698 1,413 2,245 15,358 2,054 17,412

その他の収益 ― ― ― ― 102 102

外部顧客への売上高 11,698 1,413 2,245 15,358 2,156 17,514
 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報通信事業等を含んでおります。

 
２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　　　「４　会計方針に関する事項(5) 重要な収益及び費用の計上基準」を参照ください。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１.　報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び実績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、持株会社として連結子会社の経営につき包括的な管理をしており、連結子会社ではそれぞれの本社に

製品・サービス別の事業本部を置いて運営しております。

従って、当社は連結子会社の各事業本部を基礎とした製品・サービス別セグメントから構成されており、「照

明事業」「家具事業」「物流事業」の３つを報告セグメントとしております。

「照明事業」は照明器具の製造販売、「家具事業」は学習机等の企画販売および「物流事業」は運送・荷役・

保管を行っております。
 

２.　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業損益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢

価格に基づいております。
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３.　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

 
前中間連結会計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

     （単位：百万円）

 報告セグメント その他 調整額
中間連結財務諸

表計上額

 照明事業 家具事業 物流事業 計 （注）１ （注）２ （注）３

売上高        
外部顧客への売上高 11,792 1,615 2,277 15,686 1,821 － 17,507

セグメント間の内部売上高

又は振替高
10 12 797 820 460 △1,281 －

計 11,802 1,628 3,075 16,506 2,281 △1,281 17,507

セグメント利益又は損失(△) △35 153 41 159 314 △347 127

セグメント資産 16,758 1,092 1,317 19,168 7,867 7,242 34,277

セグメント負債 9,170 861 792 10,824 244 112 11,180

その他の項目        
減価償却費 139 6 14 160 45 78 284

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額
174 13 13 200 98 194 493

 

(注) １　「その他」区分は報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、情報通信事業等を含んでおりま

す。

２　セグメント利益又は損失(△)の調整額は次のとおりであります。

　(1) セグメント利益又は損失(△)の調整額△347百万円は各報告セグメントに配分していない全社費用で、主

なものは中間連結財務諸表提出会社の管理部門にかかる費用であります。

　(2) セグメント資産の調整額7,242百万円には、各報告セグメントに配分していない全社資産12,792百万円及

びその他の調整額△5,550百万円が含まれております。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない本社

土地・建物等であります。

　(3) セグメント負債の調整額112百万円には、各報告セグメントに配分していない全社負債5,553百万円及び

その他の調整額△5,441百万円が含まれております。全社負債は、主に報告セグメントに帰属しない借入金

等であります。

　(4) その他の項目の減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、主に各報告セグメン

トに配分していない全社資産にかかるものであります。

３　セグメント利益又は損失(△)は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
当中間連結会計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

     （単位：百万円）

 報告セグメント その他 調整額
中間連結財務諸

表計上額

 照明事業 家具事業 物流事業 計 （注）１ （注）２ （注）３

売上高        
外部顧客への売上高 11,698 1,413 2,245 15,358 2,156 － 17,514

セグメント間の内部売上高

又は振替高
10 4 795 810 489 △1,300 －

計 11,709 1,417 3,041 16,168 2,646 △1,300 17,514

セグメント利益 364 2 29 396 432 △381 447

セグメント資産 18,174 1,207 1,334 20,717 7,845 8,372 36,934

セグメント負債 10,028 1,003 776 11,808 251 1,192 13,252

その他の項目        
減価償却費 103 4 15 122 35 79 237

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額
135 19 0 155 62 △15 201

 

(注) １　「その他」区分は報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、情報通信事業等を含んでおりま

す。

２　セグメント利益の調整額は次のとおりであります。

　(1) セグメント利益の調整額△381百万円は各報告セグメントに配分していない全社費用で、主なものは中間

連結財務諸表提出会社の管理部門にかかる費用であります。

　(2) セグメント資産の調整額8,372百万円には、各報告セグメントに配分していない全社資産12,292百万円及

びその他の調整額△3,919百万円が含まれております。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない本社

土地・建物等であります。

　(3) セグメント負債の調整額1,192百万円には、各報告セグメントに配分していない全社負債4,999百万円及

びその他の調整額△3,807百万円が含まれております。全社負債は、主に報告セグメントに帰属しない借入

金等であります。

　(4) その他の項目の減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、主に各報告セグメン

トに配分していない全社資産にかかるものであります。

３　セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前中間連結会計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

１.　製品及びサービスごとの情報

外部顧客への売上高のうち、個別の製品等で中間連結損益計算書の売上高に占める割合が10％を超えるものは

ないため、記載を省略しております。

 
２.　地域ごとの情報

(1)　売上高

本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、地域ごと

の売上高の記載を省略しております。

(2)　有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

 
３.　主要な顧客ごとの情報

  (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

　小泉成器株式会社

444 　照明事業

5 　家具事業

1,146 　物流事業

192 　その他

合　　　　計 1,788  
 

 
当中間連結会計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

１.　製品及びサービスごとの情報

外部顧客への売上高のうち、個別の製品等で中間連結損益計算書の売上高に占める割合が10％を超えるものは

ないため、記載を省略しております。

 
２.　地域ごとの情報

(1)　売上高

本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、地域ごと

の売上高の記載を省略しております。

(2)　有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

 
３.　主要な顧客ごとの情報

  (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

　小泉成器株式会社

429 　照明事業

10 　家具事業

1,098 　物流事業

285 　その他

合　　　　計 1,823  
 

 
 【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり純資産額並びに１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当中間連結会計期間
(2022年９月30日)

(1) １株当たり純資産額 850円05銭 855円56銭
 

 

項目
前中間連結会計期間
(自　2021年４月１日
至　2021年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2022年４月１日
至　2022年９月30日)

(2) １株当たり中間純利益金額
 

16円93銭 10円00銭

   (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する中間純利益(百万円) 468 276

   普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

   普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益
                                   (百万円)

468 276

   普通株式の期中平均株式数(千株) 27,680 27,680
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2022年３月31日)
当中間会計期間
(2022年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 311 1,325

  買取債権 162 84

  売掛金 63 89

  短期貸付金 1,048 1,332

  未収法人税等 45 47

  未収消費税等 ※4  38 －

  その他 21 60

  貸倒引当金 △0 △0

  流動資産合計 1,692 2,939

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 ※2  3,131 ※2  3,051

   工具、器具及び備品 113 91

   土地 5,463 5,463

   その他（純額） 70 66

   有形固定資産合計 8,777 8,672

  無形固定資産   

   借地権 309 309

   ソフトウエア 56 105

   その他 15 14

   無形固定資産合計 380 429

  投資その他の資産   

   投資有価証券 488 527

   関係会社株式 1,630 1,630

   ゴルフ会員権 77 77

   その他 58 61

   貸倒引当金 △37 △37

   投資その他の資産合計 2,218 2,259

  固定資産合計 11,376 11,361

 資産合計 13,068 14,300
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2022年３月31日)
当中間会計期間
(2022年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 28 33

  短期借入金 － ※3  1,500

  1年内返済予定の長期借入金 81 18

  未払金 96 32

  未払消費税等 － ※4  34

  預り金 3,230 3,075

  賞与引当金 58 23

  役員賞与引当金 22 －

  その他 13 13

  流動負債合計 3,531 4,731

 固定負債   

  長期預り金 90 91

  退職給付引当金 190 200

  役員退職慰労引当金 231 116

  繰延税金負債 85 119

  固定負債合計 597 527

 負債合計 4,128 5,259

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,575 1,575

  資本剰余金   

   資本準備金 0 0

   資本剰余金合計 0 0

  利益剰余金   

   利益準備金 393 393

   その他利益剰余金   

    別途積立金 3,655 3,655

    固定資産圧縮積立金 452 446

    繰越利益剰余金 2,956 3,073

   利益剰余金合計 7,458 7,569

  自己株式 △239 △239

  株主資本合計 8,793 8,904

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 145 136

  評価・換算差額等合計 145 136

 純資産合計 8,939 9,041

負債純資産合計 13,068 14,300
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② 【中間損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間会計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当中間会計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

売上高 1,092 1,166

売上原価 340 396

売上総利益 751 769

販売費及び一般管理費 451 476

営業利益 300 293

営業外収益 ※1  15 ※1  29

営業外費用 ※2  7 ※2  5

経常利益 308 316

特別利益 ※3  15 －

特別損失 － ※4  0

税引前中間純利益 323 316

法人税、住民税及び事業税 1 1

法人税等調整額 13 38

法人税等合計 15 39

中間純利益 308 277
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

 前中間会計期間(自 2021年４月１日　至 2021年９月30日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
特別償却

準備金

固定資産

圧縮積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 1,575 0 0 393 3,655 16 465 2,874 7,405

当中間期変動額          

剰余金の配当        △166 △166

特別償却準備金の取崩      △8  8 －

固定資産圧縮積立金の

取崩
      △6 6 －

中間純利益        308 308

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額）
        －

当中間期変動額合計 － － － － － △8 △6 156 142

当中間期末残高 1,575 0 0 393 3,655 8 459 3,031 7,548
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等

合計

当期首残高 △239 8,741 152 152 8,893

当中間期変動額      

剰余金の配当  △166   △166

特別償却準備金の取崩  －   －

固定資産圧縮積立金の

取崩
 －   －

中間純利益  308   308

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額）
 － 25 25 25

当中間期変動額合計 － 142 25 25 167

当中間期末残高 △239 8,883 177 177 9,061
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 当中間会計期間(自 2022年４月１日　至 2022年９月30日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
固定資産

圧縮積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 1,575 0 0 393 3,655 452 2,956 7,458

当中間期変動額         

剰余金の配当       △166 △166

固定資産圧縮積立金の

取崩
     △6 6 －

中間純利益       277 277

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額）
       －

当中間期変動額合計 － － － － － △6 117 111

当中間期末残高 1,575 0 0 393 3,655 446 3,073 7,569
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等

合計

当期首残高 △239 8,793 145 145 8,939

当中間期変動額      

剰余金の配当  △166   △166

固定資産圧縮積立金の

取崩
 －   －

中間純利益  277   277

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額）
 － △9 △9 △9

当中間期変動額合計 － 111 △9 △9 101

当中間期末残高 △239 8,904 136 136 9,041
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　総平均法による原価法
　
　(2) その他有価証券

　　 ① 市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定)

　　　 ② 市場価格のない株式等

総平均法による原価法
　
２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに2016年４

月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　10～50年

器具備品　　　　５～10年
　
(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっておりま

す。
　
(3) リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
　
３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

金銭債権の回収不能による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
　
(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
　
(3) 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度における支給見込額の当中間会計期間負担額を計

上しております。

なお、当中間会計期間においては計上額はありません。
　
(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当中間会計期間末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る中間期末自己都合要支給額を退職給付債務とする

方法を用いた簡便法を適用しております。
　
(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく中間期末要支給額を計上しております。
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４　収益及び費用の計上基準

　当社では、主として不動産賃貸及び情報通信システムに係る開発・保守サービス等を履行義務としておりま

す。このため、履行義務が一時点で充足される場合には役務提供完了時点において収益を認識しております。ま

た、契約期間にわたり均一の役務を提供するなど、一定期間にわたり充足される場合には、役務提供期間にわた

り顧客との契約において約束された月額等の一定額で収益を認識しております。これら役務提供に係る収益につ

いては、変動対価は含まれておりません。

　なお、顧客への役務提供における当社の役割が、顧客の求めに応じ手配することを履行義務とする場合など、

代理人に該当する取引については、当該対価の総額から第三者に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識し

ております。

 
５　その他中間財務諸表作成のための重要な事項

　該当事項はありません。

 
(追加情報)

(新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り)

前事業年度の有価証券報告書の追加情報に記載した新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定について重要

な変更はありません。
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(中間貸借対照表関係)

　１　保証債務

関係会社の営業取引に対する保証は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(2022年３月31日)
当中間会計期間
(2022年９月30日)

 コイズミ照明株式会社 －百万円 0百万円

株式会社ハローリビング 31百万円 14百万円

計 31百万円 14百万円
 

 
関係会社の電子記録債務取引に対する保証は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(2022年３月31日)
当中間会計期間
(2022年９月30日)

コイズミ照明株式会社 2,844百万円 4,228百万円
 

 
関係会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。

 
前事業年度

(2022年３月31日)
当中間会計期間
(2022年９月30日)

マスターズライフ株式会社 854百万円 979百万円

保証債務合計額 3,729百万円 5,222百万円
 

 
※２　圧縮記帳額

国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額及びその内容は、次のとおりであ

ります。

 
 

前事業年度
(2022年３月31日)

当中間会計期間
(2022年９月30日)

建物 111百万円 111百万円
 

　

※３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約を締結しております。

当中間会計期間末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

 
前事業年度

(2022年３月31日)
当中間会計期間
(2022年９月30日)

当座貸越極度額 11,300百万円 11,300百万円

借入実行残高 －百万円 1,500百万円

差引額 11,300百万円 9,800百万円
 

 

※４　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動資産の「未収消費税等」または流動負債の「未払消費税

等」として表示しております。
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(中間損益計算書関係)

※１　営業外収益の主要項目は、次のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当中間会計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

受取利息 3百万円 6百万円

受取配当金 5百万円 6百万円
 

 
※２　営業外費用の主要項目は、次のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当中間会計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

支払利息 7百万円 5百万円
 

 
※３　特別利益の主要項目は、次のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当中間会計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

固定資産処分益 15百万円 －百万円
 

 
※４　特別損失の主要項目は、次のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当中間会計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

固定資産除却損 －百万円 0百万円
 

 
　５　減価償却実施額は、次のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当中間会計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

有形固定資産 105百万円 108百万円

無形固定資産 13百万円 10百万円
 

 
(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式は、市場価格のない株式等のため、子会社株式及び関連会社株式の時価を記載してお

りません。

なお、市場価格のない株式等の子会社株式及び関連会社株式の中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）は以下

のとおりであります。

  (単位：百万円)

区分
前事業年度

（2022年３月31日）
当中間会計期間
（2022年９月30日）

子会社株式 1,374 1,374

関連会社株式 256 256

計 1,630 1,630
 

 
(収益認識関係)

「顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報」については、中間連結財務諸表「注記事項

（収益認識関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 
(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

 

    有価証券報告書及びその添付書類

事業年度 第79期（自 2021年４月１日　至 2022年３月31日）2022年６月27日近畿財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

　

2022年12月16日

小泉産業株式会社

取締役会　御中

ひびき監査法人
 

　
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 武　　藤　　元　　洋  

 

　

業務執行社員  公認会計士 北　　川　　廣　　基  
 

中間監査意見

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる小泉産業株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2022年４月１日

から2022年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

包括利益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書、中間連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項及びその他の注記について中間監査を行った。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、小泉産業株式会社及び連結子会社の2022年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。

 

中間監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査

の基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人

は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのそ

の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手

したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して中間連結財務

諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸

表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に基づいて継続企業

に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表監査における監査人の責任

 監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して

投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ

り、個別に又は集計すると、中間連結財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要

性があると判断される。

 監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、職業的

専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による中間連結財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監査

の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一

部が省略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間連結財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づい

て、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。
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・ 中間連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間連結財務諸表の作成と有用な情報の

表示に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する

注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として中間連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠

に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどう

か結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間連結財務諸

表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、

中間連結財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日まで

に入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間

連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証

拠を入手する。監査人は、中間連結財務諸表の中間監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、

単独で中間監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項について報告を

行う。

 

利害関係

 会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

                                                                                                以　上
 

（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは中間監査の対象には含まれておりません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

　

2022年12月16日

小泉産業株式会社

取締役会　御中

ひびき監査法人
 

　
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 武　　藤　　元　　洋  

 

　

業務執行社員  公認会計士 北　　川　　廣　　基  
 

中間監査意見

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる小泉産業株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの第80期事業年度の中間会計期間（2022年４月１日か

ら2022年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算

書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、小泉産業株式会社の2022年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（2022年４月１日から

2022年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

中間監査意見の根拠

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査

の基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、

我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

 

中間財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作

成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有

用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項

を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間財務諸表監査における監査人の責任

 監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資

者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に

又は集計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断

される。

 監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、職業的

専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対

応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監査の意

見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一部が

省略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。
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・ 中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関

連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する

注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表

に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が基

礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項について報告を

行う。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 
 

（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは中間監査の対象には含まれておりません。
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